








































































































































































































































































面積標準貨幣 現金 － － －
面積標準住宅交換 住宅 1333（郊外）　 482 36.2
価格標準住宅交換 住宅 112（郊外）　  81 72.3
特恵標準補償 現金 － － －
優先購入商品住宅 住宅 221（静安区） 110 49.8





































































平均距離（km） 2.5 11.5 16.0 26.1
移転世帯数 221 112 304 1,029
住宅選択件数 110 81 225 257
住宅選択利用率（%） 49.8 72.3 74.0 25.0
総平均床面積（m） 86.4 98.9 82.5 76.5














































































































































　　　 『北京・上海』日本評論社 P. 232より転載
リーロン地区の再開発事業にともなう人口移動と上海大都市圏の発展（その２）
― 113 ―
から理解できる。大きな課題は、世界的な企業
や住民がそれらの地域に集中し、拠点性を高め
られるか否かに将来がかかっている。と同時に、
上海都市圏にみられる経済格差、地域格差の是
正がなければ中国全体の経済発展に伴う真の豊
かさにはつながらない。
注10：中国では過剰都市化の裏側で、2006～2011
年の間に1,500万人の農民が土地を失うと
いう（厚生労働省の予測）大きな課題を抱
えている（Xinhua News Agency、2007）。
注11：2011年7月23日の中国高速鉄道事故は急
成長した中国高速鉄道ネットワークの安全
性への懸念だけでなく、高速鉄道技術輸出
の野望に対しても大きな脅威となりそうだ。
そして今回の惨劇は、鉄道技術の問題と同
時に、運営管理システムの問題である（月
刊中国 NEWS 12月号）。
注12：ソウル大都市圏でも、チョンゲチョンの再
開発事業は、東京を反面教師に短期間に都
市河川の復活を実施した。経済開発だけで
はなく、環境保全との調和をコンセプトに
掲げている。　
注13：最低生活保障基準額は、衣料費、食料費、
電気代、水道代などの生活費に基づいて、
地方自治体が決定する（シアオーカン・レ
イなど3名、2011）。
3-2　上海大都市圏の発展を支える人口移動と
　　  地域戦略　― むすびに変えて―
ここまで分析してきた結果を、簡潔に模式図
で表現すると図6になる。グローバル化が進む
なか、企業ならばより人件費の安価な場所を求
めてフットルース的に移転が可能であるが、居
住者が移動する場合は簡単に移動できない。当
然家族単位で移動する訳であるから、就職先や
生活環境（教育環境を含む）さらには貯蓄額や
移転先の住宅面積も大きな移動要因になる。
筆者が考えるに、上海市政府（注14）は、「辺縁
集団」と呼ばれるニュータウンを進め、住宅と
オフィスの衛星都市を郊外に建設していった
（図6）。しかし、生活環境は初期においては不
十分で、少なくとも都心部のリーロン再開発事
業で生まれた旧住民にとっては、あまり魅力的
な場所ではなかった。それゆえ、都心から10
～15㎞の中心周縁区に建設された新築マンシ
ョンに次々と入居していったのである。その
住宅場所は、高速交通や地下鉄などの交通ア
クセスにも優れ、移転先としては職住近接型に
近いものである。高速道路のネットワークが近
郊から郊外にかけて盛んに計画されているが、
上海市政府の地域戦略は、旧居住者にとっては
まだまだ受け入れにくい状況である。上海市民
も徐々に権利意識が芽生えつつあり、市民が快
適に生活できるクリーンな世界都市に発展する
ことを願っている。東南アジアにみられる拡大都
市圏（郊外の農地に、工場等の都市的施設が分散
的に進出）や世界システムがフラット化するなか、
国家の役割は弱くなっている。従来の先進国「世
界都市」モデルは、本当に上海大都市圏の見本に
なりえるのだろうか。中国における「和諧」の実
現化が新しい都市モデルを産みだすだろう。
注14：人口1,200万の北京は都心から10～20km
に位置するニュータウン（10 ヶ所）に、
住宅とオフィスからなる衛星都市（例えば
望京ニュータウンは、計画人口30万）を
建設している。北京都市計画委員会が都市
計画を強力に展開させている（熊田俊郎、
2008）。
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図６　上海大都市圏の地域構造と人口移動
 （筆者作成）
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